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個人と組織の契約関係の多様化
―健全な契約関係をいかに創り出すのか―
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就業形態の多様化

非正規の内訳

※「期間の定めのない社員」に関する 1987社の3245の
雇用区分の類型。「いわゆる正社員」とは業務内容、労働
時間、勤務地のいずれにも限定がないもの

2015年→2030年の就業者予測
専業フリーランサー ＋109万人
複業・副業フリーランサー ＋249万人

出所：総務省「労働力調査（詳細集計）」2016年平均

出所：リクルートワークス研究所（2016）「Work Model 2030 
テクノロジーが日本の「働く」を変革する」
※WorkModel2030実現シナリオの場合の値

出所：佐藤博樹（2013）「改正労働契約法施行と正社員
の多元化 「正社員多元化調査」の再分析Ⅰ」

正社員の多様化

個人と組織の契約関係は多様化している

フリーランサーの増加



労働条件の明示義務

労働基準法第15条「労働条件の明示」
労働基準法施行規則第5条

一 労働契約の期間に関する事項

一の二 期間の定めのある労働契約を更新する場合の基準に関する事項

一の三 就業の場所及び従事すべき業務に関する事項

二 始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間、休日、休暇並びに労働者を二組以上に分けて就
業させる場合における就業時転換に関する事項

三 賃金（退職手当及び第五号に規定する賃金を除く。以下この号において同じ。）の決定、計算及び支払の方法、賃金の締
切り及び支払の時期並びに昇給に関する事項

四 退職に関する事項（解雇の事由を含む。）

四の二 退職手当の定めが適用される労働者の範囲、退職手当の決定、計算及び支払の方法並びに退職手当の支払の時期
に関する事項

五 臨時に支払われる賃金（退職手当を除く。）賞与及び第八条各号に掲げる賃金並びに最低賃金額に関する事項

六 労働者に負担させるべき食費、作業用品その他に関する事項

七 安全及び衛生に関する事項

八 職業訓練に関する事項

九 災害補償及び業務外の傷病扶助に関する事項

十 表彰及び制裁に関する事項

十一 休職に関する事項

労働契約の締結にあたり、契約期間・業務内容・
賃金・労働時間・就業場所等の明示が義務付けられている



文書で伝えら

れた
75.4%

口頭でのみ伝

えられた
6.1%

文書でも口頭でも

伝えられていない
7.6%

覚えていない
10.9%

「労働条件通知書」などの文書をもらったか？

個人と組織の契約締結

フリーランサーの
業務委託契約の締結

出所：経済産業省（2017）「「雇用関係によらない働き方」に関する研究会」報告書出所：連合（2017）「有期契約労働者に関する調査報告」

有期契約労働者の
労働契約の締結

有期契約労働者、フリーランサーは、就労に際し
明示的に契約を結んでいない者が一定数存在する
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契約期間に対する理解

企業調査出所：労働政策研究研修機構（2017）「改正労働契約法とその特例への
対応状況 及び 多様な正社員の活用状況に関する調査」

個人調査出所：連合（2017）「有期契約労働者に関する調査報告」

• 雇用者の10％以上が、雇用契約期間が「不明」
• 有期契約労働者を無期雇用に転換する改正労働契約法の理解も、
企業と個人で大きな差がある

改正労働契約法の理解
（通算5年の有期契約労働者の無期転換等）

出所：玄田有史（2017）「雇用契約期間不明に関する考察」
リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査（2016年）」をもとにした分析

雇用契約の「期間」に対する理解
（「契約期間不明」と回答した割合）
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（参考） 「雇用契約期間不明」者の状況

出所：玄田有史（2017）,「雇用契約期間不明に関する考察」
リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査（2016年）」をもとにした分析

仕事の満足度：「期間不明」者は、満足度が低い

賃金：「期間不明」者は、賃金が低い

能力開発：「期間不明」者は、機会が少ない

上司・先輩からの指導 新しい知識の習得

係数 標準偏差

限界効果 標準偏差 限界効果 標準偏差

「期間不明」になりやすいのは、若年や学歴が低い層

企業規模が小さい場合も、「期間不明」になりやすい



契約締結における第三者の介在

• 第三者が介在する入職経路を経た場合は、「契約期間不明」となりにくい
• 人材紹介会社を介した求職者の約７割が条件交渉を実施
• 個人が提示する条件交渉を行う企業は増加傾向

リクルートキャリア「法人営業担当者アンケート」

出所：玄田有史（2017）「雇用契約期間不明に関する考察」
リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査（2016年）」を
もとにした分析

入職経路と「契約期間不明」の関係

出所：リクルートキャリア「第31回転職世論調査」2016年

入職時の条件交渉
（民間人材紹介会社経由の場合）

転職時にどれくらい
相談・交渉できたか

個人が提示する条件交渉を
行う企業の割合

2014年 2015年 2016年 2017年
（推定）



小括

・個人と組織の契約関係の多様化が進んでいる。高齢化や
テクノロジーの進展にともない、この流れは今後も続く

・企業と明示的に契約を締結していない個人が一定数存在する

・契約理解が不十分な個人は、就労条件が不利な傾向がある

・個人と組織の間に第三者（ハローワークや人材紹介等）が介在
している方が、契約が明示的に結ばれ、条件交渉が行われやすい

⇒ 企業と個人の間に、
情報の非対称性と交渉力の差が存在している



（参考） 米国：人材領域における独占禁止法ガイダンスの概要

米国司法省／
連邦取引委員会

2016年10月

• 自由でオープンな市場は活気のある経済の基礎である。商品が売り買いされる市場
と同様に、労働市場における競争もよりよい雇用条件を提供するために機能しなけ
ればならない。

• 独占禁止法の観点からは、直接の競合企業であるかどうかにかかわらず、人材を取
り合うという意味で企業は相互に競争相手である。従ってコスト削減などの観点から、
雇用に関する協定を結ぶことは、公式・非公式の別を問わず違法である。

• 非公式／公式、書面化／発話の有無に関わらず、人材において競合する他企業との
協定を避けなければならない。以下のケースは、独占禁止法に違反していると考えら
れる。

賃金調整協定（wage-fixing agreements）：企業間で賃金を固定もしくは一定の範囲内にする
ノー・ポーチング協定（no poaching agreements）：特定企業からの転職を認めない

• こうした協定は、商品の価格を固定化する独占と同様に、適正な競争を排除する可
能性をもっている。従って司法省は将来的に、賃金調整協定やノー・ポーチング協定
についての違反認定を進める予定である。

• 雇用条件についての情報を他社と共有することも、独占禁止法に違反する可能性が
ある。情報を享有することが直ちに違反するわけではないが、その結果競争を阻害
すると判断されれば違反である。例え協定が存在しなくても、定期的な給与条件の共
有などは、給与を低く抑えるよう働く可能性があるため、違反となる。



日本：労働市場でみられる慣行

＜労働市場でみられる慣行＞

フリーランス
・契約条件が明示されない、途中で変わる、契約書がない
・契約に「他の仕事を受けない」という、排他条項が含まれていることがある
・業務内容に比して、料金が安すぎる

役員
・競業避止義務（範囲、期間等）が過大
・諸外国に比べて経営層の報酬が低い
・ヘッドハンティング時の「オフリミット」の範囲が広範に及ぶことがある

社員
・取引関係のあるX社、Y社の間で人材の引き抜き、採用を行わない取り決め
・客先常駐する業種で、人材の引き抜き、採用を行わない慣習
・重層下請け産業で、下請けの人材の引き抜き、採用を行なわない慣習
・人材逼迫が著しい職種で、求人募集時に賃金表記を曖昧にする慣習
・企業グループ内での人材移動（退職、再就職）の制限の存在
・就業規則による副業、兼業の禁止
・新卒採用の時期等に関する取り決め

派遣社員
・労働市場ではなく、派遣先の賃金レンジに合わせた料金設定（下方圧力）

請負契約 （労働者性）

委任契約

派遣契約

雇用契約 請負契約

雇用契約

慣習の中に、今日では「職業選択の自由」等を過度に制限しているものが存在
する。一方で、企業経営や個人保護の観点から整備されてきたものも含まれて
いる。どこまでは適正で、どこからは行き過ぎなのかの境界に関する検討が必要


